
［要旨］

上下両院のねじれ状態となった、2023年1月からの米国第118連邦議会は、下院で多

数派の共和党から造反が出て、開会5日目まで議長が決まらないという異例の事態で幕

を開けた。本稿では、党内の最右派によるこの混乱の検討を手がかりに、この第118議

会でいかなる政策課題がどのように目指されるかを展望する。近年は、二大政党のイデ

オロギー的分極化と拮抗を受けて、連邦議会の各院で、委員会でなく多数党指導部が法

案審議を主導するケースが目立つようになっている。また両院間の関係をみると、議案

可決に超党派の賛成を必要とする上院の法案を、より党派的に動く下院が受け入れられ

るかがしばしば立法を左右する。分割政府下の第118議会では、従来から重要な、上院

における民主党主導の妥協の成否に加え、下院共和党で主流の立場をとる議員の意向と、

それを受けて議長を中心に党指導部がどう動くかが重要な鍵を握ると考えられ、本稿で

はそのメカニズムを解説する。

はじめに

2022年の中間選挙の結果、米国の連邦議会は民主党の多数から、上下両院で多数党の異な

るねじれ状態に移行した。新しい第118議会の上院は、無所属を含む民主党側が1議席増やし

て51議席となり、49議席の共和党に対して引き続き多数派を占めて発足した。院内の運営の

主導権を握る多数党院内総務を民主党のチャールズ・シューマー議員が、また少数党院内総

務を共和党のミッチ・マコネル議員が引き続き務めている。

対して下院では、共和党が222議席を確保して、212議席の民主党に代わって多数派となっ

た（1）。選挙後、民主党でナンシー・ペロシ下院議長らが退任して、ハキーム・ジェフリーズ

議員らが新指導部となり話題を集めたが、連邦議会では各院の多数党の政党指導部が審議手

続きを統制する。ところが、その共和党ではケヴィン・マッカーシー院内総務の議長就任に

反対が出て、2023年1月3日の開会後も議長が決まらない事態となった。交渉の末、7日未明

に、反対していた20名のうち15名が賛成に転じ、残りが実質的に棄権したことで、実に15

回目の投票で過半数の票を得て決着した。

以下本稿では、この下院議長選挙の混乱を手がかりにして、第118議会がいかなる政策課

題にどのように取り組むかを展望する。今日の議会では、二大政党間のイデオロギー距離が
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増し、各党内の凝集性の高まるイデオロギー的分極化（以下、単に「分極化」と表記）が立法

過程の膠着につながっているとされる。しかし本稿では、二大政党の拮抗状況もあって、そ

もそも各院内の多数党がまとまれるかどうかが第118議会での立法に大きく影響しうること

が強調される。

一つ前の第117議会でも、特に上院における民主党多数派の団結の成否がしばしば法案の

行方を左右した。第118議会ではそれに加え、下院で内部に不満分子を抱える共和党がどう

振る舞うか、民主党側と妥協する余地があるかが鍵となりうる。本稿では具体例を交えつつ、

両院をまたいで政党内・政党間で働くであろう協力と対立の仕組みを、個々の議員の動機付

けを踏まえた議会研究の理論枠組みに基づいて解説することに重きを置く。

1 下院議長選挙の混乱にみる今日の議会内政党

（1） 下院議長選挙の混乱とその背景

2022年選挙で4年ぶりに多数派を奪還した下院共和党では、最高位にあるマッカーシーの

議長就任が確実視されていた。ところが、選挙後に実施された党所属議員による投票では、

彼が大半の票を得て候補指名を得たものの、約30名がアンディ・ビッグス議員の支持に回

り、新議会発足後の分裂が懸念されていた。今回はそれが現実化した形で、手続き上、議長

なしには議員らが着任できない。立法が進まないだけでなく、議員らが機密情報を扱えない

などの問題が浮き彫りとなった（2）。

現代では、院内の人事を決める投票は各党の議員がまとまる数少ない機会で、今回の混乱

は異例である（3）。しかし、伏線は存在した。同じく共和党が下院の多数派を占めた第113・

114議会の発足時にも、共和党の10名前後が同党で指名を得たジョン・ベイナー議員以外に

投票した。また第114議会中の2015年に彼が引退した際、マッカーシーが後継を目指したも

のの、同年に党内で発足した議員連盟のフリーダム・コーカス（以下、「FC」と略記）を中心

に反対が多く出たことで断念している（4）。上のビッグスも、FCの会長を務めた有力者である。

今回の事例では、マッカーシーの反対派に、2022年選挙でドナルド・トランプ元大統領に

支援された者が多く、その影響も指摘された。しかし、彼らはトランプがマッカーシーへの

投票を呼びかけた後も反対を続けており、トランプが主因とは考えにくい。今回も含め、

2013年以降の造反者には、2009年からのティーパーティー運動に支援されて当選したか、そ

うした議員を中心に結成されたFCの関係者が多い。彼らのような議員は「最右派（far right）」

と呼ばれ、共和党内でも経済的争点を中心に保守性が特に強いという特徴をもつ（5）。

そこからは、日和見的で知られるマッカーシー個人への不信等もあるにせよ、党内での不

満が造反の重要な原因と考えられる。マッカーシーは今回、反対派に何もかも譲り渡したと

言われるほど、下院の運営等について多くの譲歩を行った。議員が単独で議長の解任動議を

出せるようにする、本会議にかけられた法案は議員の便宜のため72時間は採決にかけない、

といった審議手続きの変更に加え、FCの構成員やそれに近い議員に、本会議の審議方法を定

める議事運営委員会を含めた重要な委員会のポストをより多く配分することなどが決まった

とされる（6）。
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FCは、2015年にもマッカーシーに類似の要求を出しており、この連続性も、自分達の主張

を受け入れさせる目的での造反を示唆する。最右派は、2022年選挙で下院共和党を支援する、

マッカーシーとつながりのある政治活動委員会「連邦議会リーダーシップ基金（Congressional

Leadership Fund）」が、党指導部に協力しそうな穏健な主張の候補者を重点的に支援したこと

も問題視していた。今回、現職が出馬していない、共和党が優位の選挙区における予備選挙

で、特定の候補を支援しないことが決まったとされる（7）。

（2） 最右派の非妥協性の要因

最右派の異議申し立てを理解するには、議会内政党の特徴を踏まえる必要がある。米国の

主要政党は、特定の政策方針やイデオロギーに基づいて組織されておらず、また所属する政

治家を統制しにくい。政党はしばしばスポーツのチームに喩えられるが、チームスポーツで

は基本的に選手が個人記録などよりもチームの勝利を優先することが期待されるのに対して、

米国の政党政治家は各自の目標を追求する。大半が再選を目指す連邦議会議員は、選挙区の

支持者やその他の支援者への貢献を最も重視して行動するとされる（8）。

この見方からは、議会の各院内の政党組織も、個々の議員にはできない形で立法上の成果

を上げることで所属議員の再選可能性を高める、一種のカルテルと捉えられる。党指導部は

所属議員の投票行動を左右できないが、多数党であれば審議過程を統制できる。そこで、自

党の議員の多くが好むような法案を残し、ほかの法案を廃案に追いやることで、所属議員が

政策的実績を上げるのに貢献するとされる。議題設定権を利用することから、多数党のこう

した力は「アジェンダ権力」と呼ばれる。

しかし、多数党議員なら党指導部の権力行使から平等に恩恵を受けられるわけではない。

二大政党の分極化は、各党内の政治家の主張が似通っていく形で進んだものの、今日でも多

様性は残る。各院の党指導部は所属議員の投票で選ばれるので、党内で主流の立場に沿って

行動しがちになり、結果として極端な選好を持つ一部の議員が割を食いやすくなる。それは

党指導部も理解しており、委員会ポストの優遇や選挙の支援等、別の形で彼らの不利を埋め

合わせようとする（9）。

また、党内で極端な選好を持つ議員の間でも違いがある。二大政党の分極化・拮抗状況の

下で、法案の可決には、院内の多数党の団結と超党派の妥協のいずれかがほぼ不可欠となる。

いずれの場合でも、党内でイデオロギー的に対立政党に近い議員の意見は、その過程で取り

込まれやすい。第117議会の上院では、ジョー・マンチンら民主党の保守寄りの議員が、立

法時に多くの譲歩を引き出した。それと比べると、共和党内のFCのように、イデオロギー的

に極端な側の議員の意向は反映されにくい。

最右派はこの点に不満を抱えてきたが、議長選挙での造反はそれこそ極端に思えるかもし

れない。しかし、議員達は全体に非妥協的になってきている。近年、多くの選挙区では一方

の政党の支持者が明らかな多数派を占め、候補者にとって本選挙に対して予備選挙の相対的

な重要性が増している。予備選挙で投票する有権者は、多くがその党の熱心な支持者で、イ

デオロギー的により極端とされる。異なる党派の間で、互いを嫌悪する「感情的分極化」も

強まっている（10）。
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こうした環境下で、議員らは全体に非妥協的に振る舞う動機を持つ。共和党の最右派の議

員は、多くが保守性の強い選挙区の出身で、とりわけその傾向が強い。なかでもFCは、党主

流派への対抗意識から、自分達の主張を通すべくあえて非妥協的に行動し、「お断りコーカス

（the “caucus of no”）」の異名もとる。議員連盟には珍しく、構成員の8割以上がある立場でま

とまった場合、その立場での投票を全員に義務づける。内部の同質性を維持すべく、構成員

を40名程度に絞り、加入も招待制をとるという徹底ぶりである（11）。

ただし、FCの非妥協性には、上に加えて連邦議会の審議様式の変化も影響しているとみら

れる。かつては両院とも、政策分野別の委員会で専門性を持つ議員らが法案を練り上げる、

分権的な審議が基本であった。それが今世紀に入って、多数党指導部の存在感が増し、それ

も最右派の不満を強めるように働いたと考えられるのである。次節では、この新しい立法過

程の特徴を踏まえて、上院も含めて第118議会がどう作動するかを考えてみよう。

2 政党指導部中心の立法を阻むもの

（1） 多数党指導部主導の審議過程の登場

21世紀に入って、連邦議会の両院で多数党指導部による立法の主導が目立つようになった。

具体的には、法案の内容が党指導部に管理され、委員会での審議が簡略化されたり完全に省

かれたりし、本会議での修正も制限される場合が増えている。個々の委員会では、本会議で

の可決に必要な票を得られるような内容の法案を作りにくくなったのが一因とされる。各院

の多数党指導部は、必要に応じて少数党指導部やもう一院の多数党指導部と協議しつつ、法

案の成立を目指すようになった（12）。それまでの、法案をふるい落とす「否定的」なアジェン

ダ権力の行使に、法案を通そうとする「積極的」なそれが加わったとされる。

二大政党が分極化するにつれ、法案は通りにくくなってきた。第117議会に両院で提出さ

れた法案のうち、法律になった割合は第97議会の約4%からほぼ半減している。しかし、立

法が止まったわけではない。多数党指導部が通そうとする重要法案は、多くの場合長大で、

起草や修正の手間も大きい。立法の量を、ある議会期に成立した法律の総ページ数でみた場

合、分極化前の1970年前後に比べ、2010年代に入る頃には2倍前後になっており、むしろ増

加傾向にある（13）。

多数党指導部は、あらゆる法案に関与するわけではない。党の重視する目玉法案や、予算

法案に代表される、必ず成立させなければならない法案等に限られる。第117議会では、両

院の民主党指導部がインフレ削減法や予算その他に関するオムニバス法等をとりまとめた。

超党派で必要性が共有されている政策を中心に、委員会も引き続き重要な役割を果たしてい

るものの、政党指導部の出番が増えているのは間違いない（14）。

その際、党指導部は委員会と異なる姿勢で立法に臨む。管轄する政策分野に強い関心と利

害を持つ議員で構成される委員会は、内容面で多少妥協してでも法案を成立させようとする

傾向が強い。他方で党指導部は、所属議員の多くを満足させられないと判断すれば、法案に

見切りをつけることも厭わないとされる。党指導部のこうした態度は、先にみた、個々の議

員の非妥協性に対応する。
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第118議会でも、各院の多数党指導部は積極的に立法に関与しつつある。ただし、上院で

は下院よりも個々の議員が審議に大きな影響力を発揮でき、乗り越えに6割の議員の賛成を

要する議事妨害のフィリバスターもある。そのため、二大政党が分極化し拮抗する今日の上

院を通過するのは、多かれ少なかれ超党派の支持を得た、イデオロギー的に穏健な内容の法

案が多く、一票の行方で法案の成否が決まることも少なくない。次にみるように、この違い

と両院のねじれ状態が複合的に今後の立法に影響してくるとみられる。

（2） 下院は上院に譲歩できるか

立法の過程で、両院で異なる内容の法案が可決された場合、従来は内容を調整するために

両院協議会を開くことも多かった。しかしその場合、各院からの代表はその法案を管轄する

委員会の構成員が主になり、多数党指導部の影響が及びにくくなる。そのため、近年は両院

協議会の活用が激減した代わりに、両院が互いに修正・可決した法案を送り合うことが増え、

「ピンポン」と呼ばれる（15）。

二大政党の分極化・拮抗状況では、多数党指導部が審議過程をより統御しやすく、ぎりぎ

りの過半数で可決できる下院の方が、法案可決の見通しを立てやすい。下院の多数党指導部

がある法案をどうしても通したい場合、上院案を修正して送り返すと否決されて廃案になる

恐れがあるため、修正を認めずに採決して成立させることが目立つようになっている。その

点、第118議会では両院で多数党が異なり、下院多数党内に非妥協的な少数派がいることが、

これを難しくする可能性がある。

両院の多数党が同じであっても、上院の妥協的な内容の法案を受け入れることには下院の

多数党内で不満が出やすい。第118議会では、民主党側の意向が強く反映された上院の法案

の扱いを、下院で非妥協的なFCを抱える共和党側が判断することになり、反発はより強くな

るであろう。その場合、ある法案に下院で党をまたいで過半数の議員が賛成していたとして

も、立法が頓挫しうる。それは、下院議長について、自党の過半数の議員に支持された法案

のみ本会議に上程できる、という不文律が存在するためである（16）。

バラク・オバマ政権下の第113議会では、第118議会と同じく上院で民主党、下院で共和党

が多数派であった。2013年の予算法案審議では、2010年成立の医療保険制度改革法（いわゆ

るオバマケア）を執行する費目が盛り込まれた上院案に、下院でティーパーティー系の共和

党議員が強硬に反対した。これに多数の共和党議員が同調したため、両院の折りあいがつか

ずに連邦政府が部分閉鎖に陥ったのである。膠着状態は、ベイナー下院議長が不文律を破っ

て上院のつなぎ法案を上程し、それが民主党議員を主とする超党派の賛成で成立するまで続

いた（17）。

第118議会では、ここでのティーパーティー系議員の役回りを最右派が演じる可能性があ

る。政党間対立はいっそう深まっており、下院共和党では上院の共和党議員らが弱腰だとの

批判も強い。第117議会の終盤に、婚姻尊重法とオムニバス法が民主党側の主導で相次いで

成立した際、上院で共和党からそれぞれ9名と18名が賛成に回り、下院側から強い反発が出

た。特にオムニバス法については、下院で共和党が多数派となる年明けを待たずにマコネル

らが民主党側と妥協したことで、不信感が強まった（18）。
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こうした状況下で、下院が上院の法案を受け入れる必要が生じた場合、下院共和党指導部

は困難な選択に直面しうる。ただし、最右派が常に大きな影響力を発揮できるわけではない。

彼らが強硬姿勢をとったとしても、ほかの共和党議員が追随しなければ上の不文律は発動し

ない。また最右派は、共和党の主流派のみが推す議案であれば、民主党議員と共に反対すれ

ば廃案にできる。ただし、これは議長選挙のような院内手続きでは主流派への脅しになるが、

法案の場合は、元々分割政府の下で成立の見込みが薄いので、あまり意味がない。それに共

和党内では、FCが議長選挙で身勝手に振る舞い、序列を無視して委員会ポストを奪ったとし

て非難されている（19）。

このように、共和党の最右派が単独でもつ影響力は限定的とみられる。とはいえ、第118

議会では議長解任動議や修正案を出しやすくなるなど、民主党を含む個々の議員が本会議の

審議を遅らせやすくなっている。修正提案の認められた最初の本会議では、一つの法案に140

以上の修正案が出され、それらの採否の決定に点呼投票が必要になる場面もあった。立法は

多分に時間との闘いで、これは無視できない重要性を持つ（20）。

3 第118議会は何を目指すのか

（1） 下院共和党の動向

第117議会では、2021年に米国救済計画法やインフラ投資雇用法、2022年に超党派の銃規

制法、インフレ削減法、婚姻尊重法、オムニバス法等の重要立法が成立した。ほかに、ロシ

アの侵攻下にあるウクライナに大規模な財政的、軍事的支援を行ってきており、総じて大き

な実績を上げたと言える（21）。それに対して、上のような困難を抱える第118議会で何が目指

されるか、主導権をとる各院の多数党を軸に考えてみよう。

まず、下院共和党はどうであろうか。マッカーシーは、2022年9月に「アメリカへのコミ

ットメント」と題する政策提案を発表した。これは、1994年選挙を前に下院共和党指導部が

打ち出し、その後実現を目指した「アメリカとの契約」を彷彿とさせる。ただし、バイデン

政権を抑制し、インフレ対策や中国への対抗を進めるといった以外は、全体に従来からの保

守派の主張をなぞるもので、具体性も弱い。分割政府の下で、ほとんどの項目について立法

化は容易でないと思われる（22）。

それでも、下院の共和党は、単独でできる2つのことを進めるとみられる。第1は、自分

達の主張に沿った法案の推進である。本稿執筆の時点でも、人工妊娠中絶に敵対的な法案

（H.R. 26）や、大統領が石油備蓄を放出する権限を制限する戦略生産対応法案（H.R. 21）等

が、ほぼ共和党側のみの賛成で通過している。また、多数党の目玉法案と位置づけられる

H.R.1は、化石燃料の活用を促進するなど環境保護の流れに抗する「エネルギーコスト削減法

案」となった（23）。こうした立場表明は党の支持層へのアピールになる一方、極端に走れば穏

健な無党派層を遠ざける恐れもあろう。

第2に、より具体的な影響を持ちうるものとして、各種の委員会による調査活動が挙げら

れる。共和党側は、2021年の連邦議会議事堂占拠事件に関する下院特別委員会を党派的と非

難しており、恐らくは意趣返しもあって活動を活発化させている。司法委員会には「連邦政
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府の武器化に関する小委員会」が設置されており、政権やその関係者への調査がなされると

みられる。また、国境警備隊との間でいざこざのあったアレハンドロ・マヨルカス国土安全

保障省長官には、すでに弾劾決議案が提出されており、バイデンの弾劾も視野に入っている

とされる（24）。

そのなかでやや異質なのが、「米国と中国共産党の戦略的競争に関する特別委員会」であ

る。これは、中国の脅威を重視し、台湾訪問も目論むマッカーシーの意向を受けたもので、

2020年に民主党との設置協議が不調に終わって以降、共和党内のタスクフォースが活動して

きた。それが今回、下院全体の8割以上の賛成で設置されている。特定の国を対象にした委

員会の設置は異例であるが、2022年末には国務省にも対中政策を調整する「チャイナ・ハウ

ス」が設置されており、超党派の脅威認識の表れと言える（25）。

（2） 上下両院のすれ違い？

他方、上院はどうなるであろうか。第117議会では二大政党の会派が議員数で並んだため、

各委員会のポスト配分も対等となり、委員会の意思決定に手間がかかった。それが民主党の

多数派となったため、裁判官や高位の行政官の人事承認や、証人の召喚等の手続きが順調に

進むようになると見込まれる。政治任用人事に関しては、バイデンがイデオロギー面などで

極端な人選をしない限り、引き続き承認されると考えられる。

2月7日に行われたバイデンの一般教書演説は内政中心の内容で、新たな政策課題よりも過

去2年間の政策的成果が強調され、「仕事を成し遂げる（finish the job）」ことの重要性が再三

訴えられた。すでにかなりの成果を上げており、また新たな政策を打ち出したとしても、下

院と折り合いをつけるのが難しいとの判断もあるとみられる。2024年に改選を迎える上院の

民主党議員の選挙区は、共和党寄りのものが多い。そのため上院民主党でも、新政策に取り

組んで共和党との対決姿勢を鮮明にするよりも、すぐ下でみる債務上限の引き上げといった、

既存の重要課題を重視する雰囲気が強いとされる（26）。

上院では、民主党主導で法案を通すにしても、一部の共和党議員の賛成が必要になる。あ

くまで下院共和党の対決姿勢と比べてではあるが、マコネルは是々非々の対応をみせている。

1月4日には、バイデンと共に地元ケンタッキー州を訪れて、インフレ削減法に基づくインフ

ラ整備の重要性をアピールした（27）。民主党側は、マコネルを通じて上院で法案に超党派の支

持を取り付けられれば、それを梃子に下院共和党に圧力をかけられよう。それは、次にみる

ような喫緊の課題について重要となる。

立法では、成立が不可欠な案件も少なくない。特に重要なのが、2023年6月以降に期限が

くるとされる債務上限の引き上げと、10月1日からの2024会計年度予算法の制定である。前

者については、立法がなければ連邦政府が初めて本格的に債務不履行に陥ることが確実視さ

れており、その影響は計り知れない。2011年の引き上げ時には、立法の期限が近づくにつれ

て金融市場が混乱し、米国債の格付けが引き下げられる事態となった（28）。また後者について

も、新年度までにつなぎ法案だけでも成立しなければ政府が部分閉鎖される。

下院の共和党議員は、歳出削減に強い意欲を示しており、最近でも世論に広く支持されて

いるメディケアや年金制度の縮小が検討された。FCは、多くの保守派が増加を主張する軍事
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予算の縮小まで唱えている。FCの意向が反映された新しい下院規則では、義務的支出の増額

分は必ず別の義務的支出の削減でまかない、また予算法案作成の大枠を定める予算決議で代

えることが認められていた債務上限の引き上げについて、別に投票を義務づけるなど、厳し

い制約が課された。規則外でも、2024会計年度の歳出の上限を2022年度の歳出額とすること

が党内で約されたという（29）。

マッカーシー自身、債務上限引き上げを歳出削減交渉の材料に用いることを明言しており、

対立が深刻化してほかの立法も滞る可能性もある。FCも、きわめて保守的な歳出削減の要求

を示し、その受け入れを債務上限引き上げを容認する条件とすることを表明している。上院

共和党では、マコネルらが静観している一方、半数近い共和党議員が安易な債務上限引き上

げを認めないとする声明を出すなど割れている（30）。民主党側の対応も注目されるが、共和党

側が最後は債務引き上げに同意せざるをえないとみる一方、債務不履行の影響の深刻さに鑑

みて妥協は探る、という二段構えをとっているようである（31）。

こうした状況で危ぶまれるのが、ウクライナへの支援である。ウォロディミル・ゼレンス

キー大統領の2022年12月の訪米時にも明らかになったように、共和党側の消極姿勢が目立つ

ようになっている。歓迎行事へのマコネルの参加とマッカーシーの欠席にみられるように、

両院の共和党の間で温度差が大きい。支援継続に正面から反対するFCの関係者も出ており、

下院が支援の障害になることは十分考えられる（32）。

おわりに

ここまでみてきたように、分割政府となり、下院で共和党内の分裂の目立つ第118議会で、

立法は難しくなると見込まれる。しかし、政党指導部間の妥協等を通じて、必要不可欠な立

法を行う余地は残されている。近年、各院の多数党指導部が重視する一部の法案についてみ

ると、分割政府の下では成立しにくいものの、部分的に実現する割合はむしろ統一政府より

も高いことを示した研究もある。それは、分割政府の方が、両党が対等の立場で議論しやす

いからではないかとされる（33）。

20世紀半ばの名下院議長、サム・レイバーンが述べたように、かつて連邦議会で成功する

秘訣は「（周囲に）合わせることでやっていく」ことであった。それから議会は様変わりし、

今日では政党間のみならず各政党内でも非妥協的動きが目立つ。そこで調整役となるのが政

党指導部であるが、直近の2人の共和党下院議長は党内からの突き上げに苦しんだ挙げ句、

数年のうちに議長だけでなく議員を辞している。共和党の議席がより少ないなど、マッカー

シーはこれら前任者に比べても厳しい状況にある。

ただし、不満を持つ議員が議事に待ったをかけやすくなったものの、党指導部は審議手続

きを主導できなくなったわけではない。重要立法の明暗は多分に、第117議会と同様の上院

内での妥協に加え、下院で共和党の主流派の出方を受けてマッカーシーら党指導部がどう動

くかにかかってくると言えよう。マッカーシーは、議長就任時の演説で、絶対に諦めず国民

のために働くと誓ったうえで、父親の言葉として「問題はどう始めるかでなく、どう終える

かだ」と述べた。お手並み拝見である。
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